
介護保険特別会計
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歳入予算の概要 
【介護保険特別会計】 
款１   保険料 項１ 介護保険料 目１ 第一号被保険者保険料 節１ 現年度分特別徴収保険料 細節 現年度分特別徴収保険料 

令和 2年度当初予算額 ２，２９２，９５４千円 令和元年度当初予算額 ２，２７９，０１５千円 平成 30年度決算額 ２，２９７，２２５千円 

概要 ６５歳以上の方の年金から差し引かれる現年度分介護保険料です。保険料は、世帯の住民税課税状況や被保険者の住民税

課税状況及び合計所得金額等により１２段階に設定されています。 

担当課 介護保険課  
款１   保険料 項１ 介護保険料 目１ 第一号被保険者保険料 節２ 現年度分普通徴収保険料 細節 現年度分普通徴収保険料 

令和 2年度当初予算額 １８１，８９６千円 令和元年度当初予算額 ２０４，８４８千円 平成 30年度決算額 １９８，６０６千円 

概要 ６５歳以上の方の個人で納付していただく現年度分介護保険料です。保険料は、世帯の住民税課税状況や被保険者の住民

税課税状況及び合計所得金額等により１２段階に設定されています。 

担当課 介護保険課  
款１   保険料 項１ 介護保険料 目１ 第一号被保険者保険料 節３ 滞納繰越分普通徴収保険料 細節 滞納繰越分普通徴収保険料 

令和 2年度当初予算額 ３，２３６千円 令和元年度当初予算額 ４，４２４千円 平成 30年度決算額 ３，２３６千円 

概要 ６５歳以上の方の、滞納繰越分の保険料です。 

担当課 介護保険課    



事業概要

調書

（　）内は前年度分 伸　率 ﾍﾟｰｼﾞ

１総務費 88,265 -4.4%

92,346)(             

２保険給付費 10,554,841 5.2% 介護サービス給付費負担金 9,477,553 介護保険課 258

10,034,063)(         介護予防サービス給付費負担金 385,838 介護保険課 259

４基金積立金 1,100 83.3%

600)(                

５地域支援事業費 563,091 1.2% 介護予防・生活支援サービス事業 254,330 介護保険課 260

556,464)(            一般介護予防事業 8,435 介護保険課 261

総合相談事業 195,020 介護保険課 262

在宅医療・介護連携推進事業 13,324 介護保険課 263

生活支援体制整備事業 33,254 介護保険課 264

認知症総合支援事業 4,030 介護保険課 265

地域ケア会議推進事業 1,050 介護保険課 266

６諸支出金 2,412 0.0%

2,412)(              

７予備費 10,000 0.0%

10,000)(             

令和２年度　掲載事業一覧（介護保険特別会計）

担当課
対前年度比 主　な　事　業　内　容

◎印は新規事業

（単位：千円）

款
総　予　算　額

事業費

257
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事業概要調書 

【介護保険特別会計】        健康推進部 介護保険課 

款 ２ 項 １ 目 １ 介護サービス給付費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 
事 業 名 介護サービス給付費負担金 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
９，４７７，５５３千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
９，０２４，８８６千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
 01 

 

 

 

03 

 

04 

 

05 

07 

 

 

 

 

09 

保険料 

 

 

 

国庫支出金 

 

支払基金交

付金 

県支出金 

繰入金 

 

 

 

 

諸収入 

現年度分特別徴収保険料 

現年度分普通徴収保険料 

滞納繰越分普通徴収保険

料 

介護給付費負担金 

現年度分調整交付金 

介護給付費交付金 

 

介護給付費負担金 

介護給付費繰入金 

低所得者保険料軽減繰入

金 

介護給付費準備基金繰入

金 

第三者納付金 

1,875,869 

159,644 

3,236 

 

1,598,201 

108,418 

2,557,440 

 

1,480,200 

1,015,284 

69,280 

 

609,980 

 

1 

平成 30年度決算 

事業費総額 
７，８７６，７２０千円 

根 拠 法 令 等 介護保険法第４１条～第５０条 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

 要介護認定者の介護サービス（居宅・施設・その他）に係る法定給付保険者負担

金です。要介護認定者が利用した介護サービス給付費等の支払いに関して、埼玉県

国民健康保険団体連合会からの負担金請求に基づき支出するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

 介護保険法第４１条～第５０条に基づく、介護サービス給付事業です。 

計 9,477,553 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 01 負担金 9,477,553 

計 9,477,553 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）  

なし 
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事業概要調書 

【介護保険特別会計】        健康推進部 介護保険課 

款 ２ 項 ２ 目 １ 介護予防サービス給付費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 
事 業 名 介護予防サービス給付費負担金 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
３８５，８３８千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
３６７，３７５千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
 01 

 

03 

04 

 

05 

07 

 

保険料 

 

国庫支出金 

支払基金交

付金 

県支出金 

繰入金 

 

現年度分特別徴収保険料 

現年度分普通徴収保険料 

介護給付費負担金 

介護給付費交付金 

 

介護給付費負担金 

介護給付費繰入金 

 

100,108 

7,929 

77,167 

104,176 

 

48,229 

48,229 

 

平成 30年度決算 

事業費総額 
２６３，３５９千円 

根 拠 法 令 等 介護保険法第５３条～第６０条 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

 要支援認定者の介護予防サービスに係る法定給付保険者負担金です。要支援認定

者が利用した介護予防サービス給付費等の支払いに関して、埼玉県国民健康保険団

体連合会からの負担金請求に基づき支出するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

 介護保険法第５３条～第６０条に基づく、介護予防サービス給付事業です。 

 

計 385,838 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 01 負担金 385,838 

 

計 385,838 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【介護保険特別会計】        健康推進部 介護保険課 

 

 

款 ５ 項 １ 目 １ 
介護予防・生活支援サー

ビス事業費 
新規・継続 

 ③市民参加の実施の有無とその内容 

 訪問型・通所型サービスでは、住民主体の多様なサービスを提供して

いきます。 

 

 

事 業 名 介護予防・生活支援サービス事業 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
２５４，３３０千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
２５４，３３３千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
 01 

03 

04 

 

05 

07 

保険料 

国庫支出金 

支払基金交

付金 

県支出金 

繰入金 

現年度分特別徴収保険料 

地域支援事業交付金 

地域支援事業支援交付金 

 

地域支援事業交付金 

地域支援事業繰入金 

68,666 

53,410 

68,670 

 

31,792 

31,792 

平成 30年度決算 

事業費総額 
２１８，１１６千円 

根 拠 法 令 等 介護保険法第１１５条の４５ 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

 介護保険の要介護認定で「要支援１」「要支援２」に認定された方及び基本チェ

ックリストによりサービス事業対象者（生活機能の低下がみられ、要支援状態とな

るおそれがある高齢者）と認定された方を対象に介護事業者によるサービスのほ

か、住民主体の支援なども含めた訪問型サービス（掃除・洗濯などの日常生活支

援）・通所型サービス（機能訓練・集いの場などの日常生活支援）を提供します。 

 

 

 

 

 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

 介護保険法第１１５条の４５第１項第１号に基づく事業です。 

 

計 254,330 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

10 

11 

18 

 

 

 

 

 

01 

02 

01 

02 

消耗品費 

手数料 

負担金 

補助及び交付金 

110 

20 

252,600 

1,600 

計 254,330 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【介護保険特別会計】        健康推進部 介護保険課 

款 ５ 項 ２ 目 １ 一般介護予防事業費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 自主グループ活動支援事業はボランティア団体と連携して実施しま

す。 

 

事 業 名 一般介護予防事業 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
８，４３５千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
８，６０１千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
 01 

03 

04 

 

05 

07 

保険料 

国庫支出金 

支払基金交

付金 

県支出金 

繰入金 

現年度分特別徴収保険料 

地域支援事業交付金 

地域支援事業支援交付金 

 

地域支援事業交付金 

地域支援事業繰入金 

2,279 

1,771 

2,277 

 

1,054 

1,054 

平成 30年度決算 

事業費総額 
６，８４１千円 

根 拠 法 令 等 介護保険法第１１５条の４５ 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

 全ての第一号被保険者の方を対象に、介護予防事業を実施します。 

高齢者を年齢や心身の状況等によって分け隔てることなく、地域において住民主

体の通いの場を充実させ、人と人とのつながりを通じて、参加者や通いの場が継続

的に拡大していくような地域づくりを推進するとともに、リハビリテーション専門

職等を活かした自立支援に資する取組を推進し、生きがい・役割をもって生活でき

る地域の実現を目指します。 

具体的には、ずっと元気！いきいき介護予防教室、歯っぴーかむかむ教室、水中

ウォーキング教室、ノルディックウォーキング教室、足腰トレーニング教室、自主

グループ活動支援事業、認知症予防事業、口腔講座、介護予防講演会等を実施しま

す。 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

介護保険法第１１５条の４５第１項第２号に基づく事業です。 

計 8,435 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

07 

10 

11 

 

12 

13 

01 

01 

02 

06 

01 

02 

報償費 

消耗品費 

手数料 

保険料 

委託料 

会場借上料 

330 

484 

60 

187 

7,330 

44 

計 8,435 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【介護保険特別会計】        健康推進部 介護保険課 

 

 

款 ５ 項 ３ 目 １ 総合相談事業費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 
事 業 名 総合相談事業 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
１９５，０２０千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
１８９，８６９千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
 01 

03 

05 

07 

保険料 

国庫支出金 

県支出金 

繰入金 

現年度分特別徴収保険料 

地域支援事業交付金 

地域支援事業交付金 

地域支援事業繰入金 

 

44,839 

75,087 

37,547 

37,547 

平成 30年度決算 

事業費総額 
１８０，７８２千円 

根 拠 法 令 等 介護保険法第１１５条の４５ 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

総合相談事業は、地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を

継続していくことができるようにするため、地域における適切なサービス、関係機

関及び制度の利用につなげる等の支援を行います。 

事業内容としては、社会福祉士・保健師・主任介護支援専門員等の専門職が相談

対応及び専門的・継続的な相談支援等を行う地域包括支援センターを日常生活圏域

ごと 9地区に設置しています。事業費の主なものは、相談事業に従事する専門職を

配置している地域包括支援センターの人件費及び設備費等に係る委託料です。 

 

 

 

 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

介護保険法第１１５条の４５第２項第１号に基づく事業です。 

計 195,020 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

07 

12 

01 

01 

報償費 

委託料 

50 

194,970 

計 195,020 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【介護保険特別会計】        健康推進部 介護保険課 

款 ５ 項 ３ 目 ５ 
在宅医療・介護連携推進

事業費 
新規・継続 

 ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 
事 業 名 在宅医療・介護連携推進事業 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
１３，３２４千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
１３，３１１千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
 01 

03 

05 

07 

保険料 

国庫支出金 

県支出金 

繰入金 

現年度分特別徴収保険料 

地域支援事業交付金 

地域支援事業交付金 

地域支援事業繰入金 

 

3,067 

5,129 

2,564 

2,564 

平成 30年度決算 

事業費総額 
１１，５７５千円 

根 拠 法 令 等 介護保険法第１１５条の４５ 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮

らしを人生の最期まで続けることができるよう、在宅医療と介護サービスを一体的

に提供する体制の構築を進めます。 

在宅医療・介護連携推進事業のうち、主に医療分野との連携に関連する業務を在

宅医療支援センター業務として入間地区医師会に委託するものです。事業費の主な

ものは、在宅医療支援センターの人件費及び事業費等に係る委託料です。 

 

 

 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

介護保険法第１１５条の４５第２項第４号に基づく事業です。 

計 13,324 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

07 

10 

 

12 

01 

01 

04 

01 

報償費 

消耗品費 

印刷製本費 

委託料 

100 

11 

713 

12,500 

計 13,324 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 



264 
事業概要調書 

【介護保険特別会計】        健康推進部 介護保険課 

 

款 ５ 項 ３ 目 ６ 生活支援体制整備事業費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 介護サービス事業者や民生委員、自治会役員等が参加し、定期的な情

報の共有・連携強化の場として協議体を開催します。 

 

事 業 名 生活支援体制整備事業 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
３３，２５４千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
３０，８１５千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
 01 

03 

05 

07 

保険料 

国庫支出金 

県支出金 

繰入金 

現年度分特別徴収保険料 

地域支援事業交付金 

地域支援事業交付金 

地域支援事業繰入金 

 

7,644 

12,804 

6,403 

6,403 

平成 30年度決算 

事業費総額 
１４，５０３千円 

根 拠 法 令 等 介護保険法第１１５条の４５ 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

生活支援等サービスの提供体制構築に向け、地域の支援ニーズの把握や地縁組織

などの関係者間の情報共有、地域に不足しているサービスの創出やサービスの担い

手の養成などのコーディネート業務を行うため、市全域を担当する第１層生活支援

コーディネーター、日常生活圏域ごとに第２層生活支援コーディネーターを配置し

ています。 

また、生活支援体制整備事業を円滑に推進するため、生活支援コーディネーター

や地域の関係者等が参画し、定期的な情報共有及び連携強化の中核となるネットワ

ークの場として、第１層（市全域）及び第２層（各日常生活圏域）協議体を設置し

ています。 

 

 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

介護保険法第１１５条の４５第２項第５号に基づく事業です。 

 

計 33,254 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

12 01 委託料 33,254 

計 33,254 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 



265 

 

 

事業概要調書 

【介護保険特別会計】        健康推進部 介護保険課 

款 ５ 項 ３ 目 ７ 認知症総合支援事業費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 認知症の方及びその家族、地域住民、専門家などが集い、認知症につ

いて意見交換ができる場として「オレンジカフェ（認知症カフェ）」を開

催します。 

事 業 名 認知症総合支援事業 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
４，０３０千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
４，０７２千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
 01 

03 

05 

07 

保険料 

国庫支出金 

県支出金 

繰入金 

現年度分特別徴収保険料 

地域支援事業交付金 

地域支援事業交付金 

地域支援事業繰入金 

 

929 

1,551 

775 

775 

平成 30年度決算 

事業費総額 
３，６７５千円 

根 拠 法 令 等 介護保険法第１１５条の４５ 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

認知症は、特別な病気ではなく、私たち自身や家族など、誰にでも起こりうる病

気であり、今後の高齢化の進展に伴い、認知症の方の増加が見込まれています。認

知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域で暮らし続ける

ことができるように本事業を進めております。 

主な事業内容としては、介護保険課内に「認知症初期集中支援チーム」を設置し、

保健・医療・福祉のさまざまな分野の専門職が、初期の段階で認知症の方やその家

族に対して個別訪問を行い適切な支援を行っています。また、各日常生活圏域に「認

知症地域支援推進員」を配置し、認知症の状態に応じ、必要な医療・介護及び生活

支援を行う関係者が連携したネットワークを形成し、認知症の方への効果的な支援

体制を構築し、「オレンジカフェ（認知症カフェ）」の開設支援や認知症サポーター

養成講座の開催などを行います。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

介護保険法第１１５条の４５第２項第６号に基づく事業です。 

計 4,030 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

07 

10 

 

12 

18 

01 

01 

04 

01 

01 

報償費 

消耗品費 

印刷製本費 

委託料 

負担金 

447 

88 

165 

3,240 

90 

計 4,030 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 



266 
事業概要調書 

【介護保険特別会計】        健康推進部 介護保険課 

 

款 ５ 項 ３ 目 ８ 地域ケア会議推進事業費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 
事 業 名 地域ケア会議推進事業 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
１，０５０千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
１，３２０千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
 01 

03 

05 

07 

保険料 

国庫支出金 

県支出金 

繰入金 

現年度分特別徴収保険料 

地域支援事業交付金 

地域支援事業交付金 

地域支援事業繰入金 

242 

404 

202 

202 

平成 30年度決算 

事業費総額 
６６０千円 

根 拠 法 令 等 介護保険法第１１５条の４８ 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

地域ケア会議は、多職種の専門職の協働の下で、高齢者個人に対する支援の充実

と、高齢者を支える社会基盤の整備を同時に進めていく、地域包括ケアシステムの

実現に向けた会議です。 

具体的には、高齢者の自立を支援するため、「自立支援型地域ケア会議」を開催

し、地域のリハビリテーション専門職、薬剤師、歯科衛生士、栄養士などの助言を

踏まえ、高齢者一人ひとりの支援方法を検討します。この会議を通して、検討の対

象となる高齢者に対し、状態の改善または悪化防止のために必要な支援を提供する

ことで高齢者一人ひとりの課題解決を図ります。 

 

 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

介護保険法第１１５条の４８第１項に基づく事業です。 

 

計 1,050 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

07 

11 

12 

01 

02 

01 

報償費 

手数料 

委託料 

405 

405 

240 

計 1,050 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 


